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アジア諸国のビジネスセクターにおけるジェンダー平等
推進の最新動向を⽰す情報を紹介すること

企業のための国際的指針「⼥性のエンパワーメント原則
（WEPs）」に資する取組みを紹介すること

⽇本、中国、⾹港、台湾、韓国、シンガポール、
インドネシア、マレーシア、ベトナム、タイ、フィリピン

⽬的

対象国・地域



構成
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1. 近年の動向：経済分野におけるジェンダーギャップ

• グローバル・ジェンダー・ギャップ指数（GGGI)

• 取締役会における⼥性⽐率

2. 公共セクター

• ⼥性の経済的エンパワーメントのための法整備

• コーポレートガバナンス・コード

3. ⺠間セクター
• 証券取引所

• ⺠間企業

出典⼀覧



1. 近年の動向：
経済分野におけるジェンダーギャップ



グローバル・ジェンダー・ギャップ指数：経済分野
（「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書2021」世界経済フォーラム）
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（出典） World Economic Forum “Global Gender Gap Report 2021”をもとに作成
（注）同じ仕事の賃⾦の同等性： 世界経済フォーラムの「エグゼクティブ意識調査」より、「あなたの国で、同じ仕事について、⼥性の賃⾦は男性の賃⾦とどの程度等しいですか」（「１＝男性の賃⾦とは全く

等しくない」から「７＝男性の賃⾦と完全に等しい」までの７段階評価）の回答に基づく。数字は156カ国中の順位。（ ）内の数字はスコア。

国名 総合 経済 労働⼒率 賃⾦ 管理職
⼥性 男性 ⼥性の管理職

⽐率

フィリピン 17
(0.784)

18
(0.795)

118
(0.653) 49.1% 75.2% 15

(0.781)
1
(1.00) 50.5%

シンガポール 54
(0.727)

33
(0.749)

73
(0.828)

69.7% 84.2% 7
(0.803)

55
(0.572)

36.4%

タイ 79
(0.710)

22
(0.787)

79
(0.816)

66.8% 81.8% 14
(0.782)

64
(0.541)

35.1%

ベトナム 87
(0.701)

26
(0.765)

30
(0.920)

79.6% 86.5% 33
(0.729)

104
(0.357)

26.3%

インドネシア 101
(0.688)

99
(0.647)

115
(0.665)

56% 84.1% 59
(0.697)

92
(0.424)

29.8%

韓国 102
(0.687)

123
(0.586)

92
(0.774)

60.1% 77.6% 116
(0.574)

134
(0.185)

15.7%

中国 107
(0.682)

69
(0.701)

72
(0.829)

68.6% 82.8% 6
(0.806)

132
(0.201)

16.8%

マレーシア 112
(0.676)

104
(0.638)

113
(0.686) 55.5% 80.9% 22

(0.754)
114
(0.303) 23.3%

⽇本 120
(0.656)

117
(0.604)

68
(0.840)

72.8% 86.7% 83
(0.651)

139
(0.173)

14.7%

1. 近年の動向：経済分野におけるジェンダーギャップ



取締役会における⼥性⽐率 (1/3)
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2014 2016 2018 2021
マレーシア 10.4 13.7 20.6 24.0

タイ 9.7 11.7 14.2 17.8
シンガポール 9.0 10.7 13.7 17.6

フィリピン 7.4 10.4 13.9 17.7
ベトナム - - 16.6 17.0 (2020年）

⾹港 8.4 9.6 11.4 13.9
中国 8.5 10.7 10.6 13.1

台湾 4.9 8.3 9.3 12.2
インドネシア 3.7 7.9 9.3 8.3

⽇本 2.4 4.1 5.2 8.2
韓国 1.7 2.5 2.4 4.2

取締役会における⼥性⽐率の推移：
デロイト「Women in the boardroom: a global perspective」より

（出典）Deloitte “Women in the board room: a global perspective、Seventh Edition” ベトナムのデータは、同Sixth Edition より作成

1. 近年の動向：経済分野におけるジェンダーギャップ



取締役会における⼥性⽐率 (2/3)
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2021 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 韓国 台湾 ⾹港 中国 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ⽇本 ﾌｨﾘﾋﾟﾝ タイ

各国の構成銘柄数 22 101 84 81 636 21 272 17 42

構成銘柄の取締役会の
⼥性割合（平均） 12.2% 8.7% 12.0% 13.5% 13.8% 18.2% 12.6% 14.9% 18.9%

取締役会⼥性ゼロの
銘柄数 11 42 24 23 174 4 42 1 2

取締役会⼥性ゼロの
銘柄の割合 50% 42% 29% 28% 27% 19% 15% 6% 5%

「取締役会における⼥性ゼロ」の企業の割合：
MSCI オールカントリーワールドインデックス（ACWI） 構成銘柄対象

取締役会「⼥性ゼロ」解消のための施策の例

（出典）Hong Kong Exchanges and Clearing Limited “Corporate Governance Guide for Boards and Directors”
The Law Reviews “The Corporate Governance Reviews; South Korea” 

⾹港
コーポレート・ガバナンス・コード（2021年改訂）：
「⼥性または男性ゼロ」の取締役会は、2024年末まで
に少なくとも1名を「⼥性または男性」とすることを
義務化。 “Diversity is now not considered to be 
achieved for a single gender board”

韓国
韓国資本市場統合法：Financial Investment 
Services and Capital Markets. Act（2022年8⽉
に改正予定）：資本⾦17億ドルを超える⼤企業
は、取締役会に⼥性を最低1名登⽤することを
義務化

（出典）MSCI ACWI構成銘柄(2700社程度、⼤型、中型銘柄）の企業が対象。ベトナム企業は対象外。MSCI Women On Boards Progress Report 2021より作成

1. 近年の動向：経済分野におけるジェンダーギャップ



取締役会における⼥性⽐率 (3/3)
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（出典）内閣府 男⼥共同参画会議計画実⾏・監視専⾨調査会（第11回）配布資料2「企業における⼥性役員の登⽤について」スライド8

1. 近年の動向：経済分野におけるジェンダーギャップ



2. 公共セクター



⼥性の経済的エンパワーメントのための法整備
（「Women, Business and the Law 2022」世界銀⾏）(1/2)
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1. モビリティ
2. 職場
3. 報酬
4. 結婚

総合ランキング
（タイ） 2021 2022

⾹港 40 33
台湾 34 35
韓国 59 61
ベトナム 80 61
シンガポール 73 77
⽇本 80 103
フィリピン 99 103
タイ 104 108
中国 115 117
インドネシア 149 150
マレーシア 171 172

(出典）World Bank, “Women, Business and the Law 2022”より作成

調査対象国

調査項⽬

⼥性の経済的権利・経済的
エンパワーメントに関連した
各国の法整備の現状を調べること

190カ国

今年で８回⽬の調査。
今回初めて「法律」に加えて
「運⽤」状況の分析も追加。

⽬的

5. 育児
6. 起業
7. 資産
8. 年⾦

2. 公共セクター



⼥性の経済的エンパワーメントのための法整備
（「Women, Business and the Law 2022」世界銀⾏）(2/2)
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雇⽤における性差別の撤廃やジェンダー平等推進に関連した法律の有無

⽇本 中国 ⾹港 台湾 韓国 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾏﾚｰｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾀｲ ﾍﾞﾄﾅﾑ

雇⽤における性差別を
禁⽌する法律の有無 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × × ◯ ◯ ◯ ◯

セクシュアルハラスメントを
禁⽌し、防⽌措置だけでは
なく、制裁措置及び救済措置
を義務付ける法律の有無

× ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯ ◯

セクシュアルハラスメントに
対する罰⾦・懲役刑などの
刑事罰や⺠事上の救済・
補償等を規定した法律の有無

× ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯ × ◯ ◯

同⼀価値労働同⼀賃⾦の法的
義務の有無 × × × ◯ × × × ◯ × ◯ ◯

⽗親を対象とした有給育児
休業制度の有無 ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ × ◯ ◯ × ◯

(出典）World Bank, “Women, Business and the Law 2022”より作成

2. 公共セクター



コーポレートガバナンス・コード (CGC)（1/3)
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⾹港 マレーシア
施⾏／改訂年 2021年12⽉改訂 2021年4⽉改訂

対象 上場企業 上場企業

①
役員の
多様性

メインボードへの上場規制規則13.92、CGC規定B.1.3、
コーポレートガバナンス・ガイドラインP21〜23：
• 単⼀の性別によって構成される（「⼥性または男性

ゼロ」）取締役会は多様性のあるボードと⾒做さない
※経過措置として2024年12⽉31⽇までに最低1名の
「⼥性または男性」を登⽤しなければならない

• すべての上場企業は、数値⽬標とタイムラインを含む
ジェンダー・ダイバーシティ⽅針（以下、⽅針）を
設定すること、また、⽅針の実施状況と有効性に
ついて毎年評価すること

CGC原則A：取締役会のリーダーシップと実効性（II）
取締役会構成
(5.9) 取締役会の⼥性割合を30%以上とすること

(G5.9)
• すべての上場企業の取締役会の⼥性割合を30％以上とする

こと、30％に満たない場合は、30％以上を達成するための
施策とタイムラインを公表すること（3年以内に達成する
ことを推奨）

• バランスの取れたパイプラインを確保するために経営陣
幹部の⼥性割合についてもレビューすること

②
情報開⽰

CGC必須開⽰事項(J) : ダイバーシティ
(a) ⽅針の概要と進捗状況について
(b) 次の情報について開⽰および説明すること

(i) いつどのようにして取締役会における
ジェンダー・ダイバーシティを達成できるか
(ii) ジェンダー・ダイバーシティの達成のために
設定した数値⽬標やタイムライン
(iii) 取締役候補者のパイプライン構築にむけた
施策

(c) 経営陣幹部を含むすべての従業員（職階別）の男⼥⽐、
ジェンダー・ダイバーシティの達成のために設定した
具体的な計画とその数値⽬標、及び、ジェンダー・ダイ
バーシティの達成がより困難になった場合にはその要因
や状況の説明

CGC原則A：取締役会のリーダーシップと実効性（II）
取締役会構成
(5.10) 取締役および経営陣幹部のジェンダー・ダイバー
シティ⽅針（以下、⽅針）を年次報告書で公表すること

(G5.10）
企業は、取締役だけでなく経営陣幹部の⼥性登⽤促進に
ついても⽅針を策定すること（中略）実効性を伴う取組み
には、具体的な数値⽬標と進捗状況をモニタリングする
仕組みが不可⽋

(出典）Hong Kong Exchanges and Clearing Limited “Corporate Governance Code (Appendix 14 of the Main Board Listing Rule), “Corporate Governance Guide for 
Boards and Directors”, Securities Commission Malaysia “Malaysian Code on Corporate Governance” より作成

2. 公共セクター



コーポレートガバナンス・コード (CGC)（2/3)
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タイ シンガポール
施⾏／改訂年 2017年 2018年8⽉改訂

対象 上場企業 上場企業

①
役員の
多様性

CGC原則3：取締役会の実効性の強化 (3.1.1）
取締役会の構成において、適切な⼈材の確保の
ためのスキルマトリックスの活⽤とジェンダー
バランスおよび多様性の確保を推奨

CGC取締役構成およびガイダンス
原則2（2.4） 取締役会は、グループシンク（集団浅慮）を回避
し、建設的な議論を⾏う素地を醸成するために、適切な⼈数、
スキル、知⾒、経験、そしてジェンダー及び年齢等の異なる属性
を持つ多様な⼈員によって構成すること

メインボードへの上場規制710A（2022年1⽉より施⾏）
(1) ジェンダー、スキル、経験などに関するダイバーシティ⽅針を
設定すること

②
情報開⽰

CGC原則3：取締役会の実効性の強化
(3.1.4）
年次報告書と公式ウェブサイトにダイバーシティ
⽅針および男⼥⽐率を含む取締役会の構成の詳細
を報告すること

CGC取締役構成およびガイダンス
原則2（2.4）
ダイバーシティ⽅針に関して、⽬的と実現に向けた進捗状況を
年次報告書で公表すること

メインボード・カタリストボードへの上場規制710A
（2022年1⽉より施⾏）
(2) 年次報告書でダイバーシティ⽅針に関する以下の項⽬を含む
情報を公表すること

(a)ダイバーシティ 達成にむけた⽬標値
(b)⽬標を達成するための計画及びタイムライン
(c)進捗状況
(d)取締役会構成員のスキル、タレント、経験および多様性が
どのように企業のニーズに対応しているか

備考
タイ証券取引員会（SEC）は、上場企業を対象に
取締役会の⼥性割合を30%まで引き上げるソフト
ターゲットを提⽰している

（出典）The Securities and Exchange Commission, Thailand “Corporate Governance Code for Listed Companies 2017” 、 Monetary Authority of Singapore “Code of Corporate 
Governance 2018”, SGX Rulebooks. Mainboard & Catalyst Rules 710a. Chapter 7 Continuing Obligations. Part III Equity Securities Periodic Reports.  Annual Reportより作成

2. 公共セクター



コーポレートガバナンス・コード (CGC)（3/3)
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ベトナム 台湾 ⽇本
施⾏／改訂年 2019年8⽉ 2020年9⽉ 2021年6⽉改訂

対象 上場企業 上場企業 上場企業

①
役員の
多様性

CGC「取締役の責任」原則2：
(原則2.1.2） 取締役会の構成は、多様な知識、経験、

姿勢、⽂化、年齢および性別の⼈員で構成すること
を推奨

（原則2.1.3）リーダーシップポジションに⼥性が
男性と同等の機会を得られるよう経営陣幹部は⽅針
を策定し、実⾏することを推奨

（原則2.1.8) 取締役会は、⼥性2名以上もしくは⼥性
割合が30%になるよう構成することを⽬指す

CGC【補充原則２−４①】
⼥性・外国⼈・中途採⽤者
の管理職への登⽤等、中核
⼈材の登⽤等における
多様性の確保についての
・考え⽅・⽬標・⼈材育成
⽅針・社内環境整備⽅針等
を定める

②
情報開⽰

⾏動計画１「取締役会の職務と機能の強化、および
企業の持続性の向上」
推奨される施策１．取締役の多様化
1(3) 取締役会の多様性に関する情報の開⽰：上場企業
は、情報開⽰を通じて、国際的な潮流に則った対応を
すること
2021年に、⾦融監督管理委員会（FSC）は、企業が
ダイバーシティ⽅針（含：ジェンダー ）及び関連情報
を年次報告書で公表するためのガイドラインを改訂。
2022年より、上場企業はそのガイドラインに則って
情報を開⽰している。

①について定めた場合、
内容及び実施状況

①の⽬標が未達の場合⼜は
上記について定めていない
場合、未達⼜は定めて
いない理由

備考

台湾証券取引所（TWSE）の「コーポレートガバナン
ス評価システム」の主要指標に「取締役会における
⼥性が1名以上いること」が含まれている。⼥性が3分
の１以上を占める場合は、1点加点される。このシス
テムは2015年に導⼊され、台湾証券取引所（TWSE）
及び台北証券取引所（TPEx）のすべての上場企業を
評価対象としている。毎年評価ランキングが公表さ
れ、上位企業は「ガバナンスが機能している企業」と
認知されている。

（出典）ベトナムコーポレートガバナンス・コード、Financial Supervisory Commission, Taiwan  “Corporate Governance 3.0 ‒ Sustainable Development Roadmap”、
内閣府男⼥共同参画会議計画実⾏・監視専⾨調査会（第11回）配布資料2「企業における⼥性役員の登⽤について」スライド9 より作成

2. 公共セクター

https://cgc.twse.com.tw/evaluationCorp/listEn


3. ⺠間セクター



証券取引所
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15（出典）IFC. How Exchanges can advance gender equality: Updated guidance and best practice 2022より作成

アジア有数の⾦融市場を誇るシンガポールをはじめとして、マレーシアやタイの
証券市場が、政府や国連機関、⺠間団体と協働し、市場におけるジェンダー平等
カルチャーの醸成や情報開⽰の促進に取組んでいる

タイ証券取引所（SET）

• 証券取引委員会（SEC）と
タイ企業役員機構（SET、
SEC、タイ中央銀⾏、世銀等
が理事会を構成)が共同で、
コーポレートガバナンス・
スコアカード（上場企業の
⼥性登⽤状況をより正確に
評価する指標）を設定

• 上場企業に対し、WEPsへの
署名を呼びかけている

マレーシア証券取引所（BMB）

• CGC2021年改訂により上場企業
の取締役会に占める⼥性割合
30％以上を⽬標値に設定

• 2019年にWEPsに署名し、組織
内のダイバーシティ⽅針や
取締役会を含む男⼥別データを
開⽰、取締役における⼥性割合
50%を達成

• 2020年以降、3年連続で
ブルームバーグ男⼥平等指数に
選定されている

シンガポール証券取引所（SGX)

• 2012年から継続的に政府専⾨機
関による提⾔等を通じてCGCの
改訂を含む取組みを進めている

• 2020年以降、３年連続で
ブルームバーグ男⼥平等指数
（Bloomberg Gender Equality 
Index）に選定されている

• 2017年より⼥性起業家⽀援
ボンドWomenʼs Livelihood 
Bonds（WLB）を発⾏している

3. ⺠間セクター
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2018年
1⽉1⽇

2019年
1⽉1⽇

2020年
1⽉1⽇

2021年
1⽉1⽇

2022年
1⽉1⽇

2022年
3⽉15⽇

グローバル 1817 2183 2861 4510 5847 6304
中国 33 35 42 206 270 302
⽇本 235 242 248 265 278 281
インドネシア 11 13 17 47 154 158
ベトナム 34 42 45 87 120 121
フィリピン 4 5 6 28 105 105
タイ 3 5 6 28 84 86
マレーシア 3 5 7 21 77 77
シンガポール 5 8 10 17 24 33
韓国 13 14 25 27 28 31
⾹港 1 2 4 4 6 13
台湾 -- -- 1 1 2 2
合計
（グローバルと
⽇本を除く）

107 129 163 466 870 928

アジア（⽇本を除く）のWEPs署名企業数は5年で約９倍増加

（出典）UN Women WEPs事務局署名企業データベースより作成、2022年3⽉15⽇現在

アジア全域ランキング：
1位インド（325社）、2位中国（302社）、3位⽇本（281社）

3. ⺠間セクター
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策定の背景

2010年3⽉に、国連グローバル・コンパクト、国連婦⼈開発
基⾦（UNIFEM）（現UN Women）が共同で作成。2018年より
UN Womenが事務局を運営。

⽬的

企業がジェンダー平等と⼥性のエンパワーメントを経営の核に
位置付けて⾃主的に取組むことで、企業活動の活⼒と成⻑を
促進するための⾏動指針を⽰すこと。

世界のWEPs署名企業数

2,861社（2020.1.1）→ 6,304社（2022.3.15）
⽇本のWEPs署名企業数

281社世界の署名企業数は、3年間で倍増
内、アジア諸国は、2021年の1年間で倍増

（出典）UN Women WEPs事務局署名企業データベースより作成、2022年3⽉15⽇現在

3. ⺠間セクター
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（出典）UN Women「ハンドブック：⼥性のエンパワーメント原則（WEPs）

3. ⺠間セクター
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原則 1 : 取締役会におけるジェンダー・ダイバーシティの推進意思決定機関の多様性

◆ シティ・ディベロップメンツ
（不動産デベロッパー、シンガポール）

数値⽬標（〜2020年） 2020年 実績

取締役会における⼥性⽐率：
最低限20%

2018年より20%
（達成済）

「取締役会におけるジェンダー・
ダイバーシティ⽅針」（2017年)：

候補者リストに少なくとも⼥性１名を
含めること。退任・辞任する⼥性取締役の
後任には優先的に⼥性を選任すること。

詳細：メイ銀⾏年次報告書2020（p25）
https://www.maybank.com/iwov-
resources/corporate_new/document/my/en/pdf/annual-
report/2021/Maybank_Sustainability_Report_2020_GRI.pdf

数値⽬標（〜2025年） 2022年3⽉時点 実績

取締役会における⼥性⽐率を
30%

31%（達成済）

経営陣幹部における⼥性⽐率
45%

41%

（出典）Maybank Annual Report 2021 

「取締役会ダイバーシティ⽅針」（2017年）：

外部のエグゼクティブサーチ会社を通じて候補
者を探す際は⼥性候補者を含めるよう指⽰を
出すこと。取締役の選任にあたり、指名委員会
は⼥性候補者を選考対象に含めるよう要求する
こと。取締役会が設定した数値⽬標の達成を
⽬指して、⼥性⽐率を継続的に改善すること。
少なくとも１名の⼥性が指名委員会の委員に
任命されること。

詳細：https://ir.cdl.com.sg/static-files/6daab095-b8a3-4a07-a8a1-
097f5275776a

◆ メイ銀⾏（⾦融、マレーシア）

3. ⺠間セクター

https://www.maybank.com/iwov-resources/corporate_new/document/my/en/pdf/annual-report/2021/Maybank_Sustainability_Report_2020_GRI.pdf
https://ir.cdl.com.sg/static-files/6daab095-b8a3-4a07-a8a1-097f5275776a
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原則 3 : 暴⼒・セクシュアルハラスメントの根絶

「セクシュアルハラスメント ゼロ・トレランス⽅針」の策定
（2019年10⽉施⾏）：

• 正社員及び短期・契約社員だけではなく、PNBへの就職希望者、
学⽣インターン、清掃など社内のあらゆる業務に従事する
スタッフも保護の対象とする。

• 改正セクハラ禁⽌法に基づき、セクシュアル・ハラスメントの
防⽌と対応に特化した委員会（CoDI）を設置する。委員⻑は
労使委員会の⼥性委員⻑が兼任し、構成員（労働組合、役職者
等）の過半数以上を⼥性とする。

• 社員の⾏動規範および内部通報⽅針も改訂し、内部通報者の
秘密保持やハラスメントを⾏った加害者の処分等に関する
規定を明確化する

• ヴァイスプレジデント以上の役職者が加害者の場合は、CoDIより
取締役会の関連委員会に事案を提出し、最終処分を下す→PNB
リーダーシップの強いコミットメントを社内外に明⽰

• バイスタンダー研修（セクハラの「傍観者」にならないための
研修）を実施する

PNBの取組みのケーススタディ：https://pbcwe.com.ph/wp-
content/uploads/2021/07/Full-Case-ASH-PNB-Rev.pdf

◆ フィリピン・ナショナル銀⾏ (PNB)（⾦融、フィリピン）

3. ⺠間セクター

「⼥性起業家⽀援ボンド」の発⾏（2019年）：

従来、⾦融サービスへのアクセスが限定的で
あった⼥性起業家・経営者のビジネスに対する
融資を拡⼤することを⽬的として、アジア地域
の⺠間銀⾏初となる⼥性起業家⽀援ボンド
（2.2億⽶ドル）を発⾏。

2020年には、2019年⽐で⼥性が経営する
中⼩企業への融資額が9％増加し、結果として
37,000⼈以上の雇⽤を創出した。

アユタヤ銀⾏年次報告書（2021）
https://www.krungsri.com/getmedia/4b1827ed-6a41-47e3-
805f-2775470f413b/annual-report-2021-en.pdf.aspx

原則 ５：⼥性起業家・⼥性経営者による
ビジネスへの⽀援

◆ アユタヤ銀⾏（⾦融、タイ）

https://pbcwe.com.ph/wp-content/uploads/2021/07/Full-Case-ASH-PNB-Rev.pdf
https://www.krungsri.com/getmedia/4b1827ed-6a41-47e3-805f-2775470f413b/annual-report-2021-en.pdf.aspx
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「進捗の測定と報告のための５つのステップ」

1. ⽂脈設定：ジェンダー・ダイバーシティ推進を経営戦略に明確に位置付け、
経営陣で共有する

2. データ&ファクトの収集：⼈事部から採⽤・昇格・研修・離職率等における
⼥性の状況を⽰すデータを収集する。「従業員エンゲージメントサーベイ」や
他の内部調査、⼈事⾯談、⽬安箱、内部告発制度、アンケートなどを活⽤して、
⼥性従業員の状況・意識に関する情報を収集する。

3. 分析：適切なツールや⼿法を⽤いてデータおよび情報を分析し、進捗状況を
把握し、課題を抽出する

4. 課題の共有・周知：分析結果を定期的に経営陣及び従業員に報告する

5. プロセスの確⽴：進捗の測定と報告を⼀貫性を持って、定期的に、継続的に
⾏うことで、事業サイクルに統合・定着させる

詳細：https://www.digiserve.co.id/en/insights/blogs/optimizing-women-talent-gender-equality-becomes-part-of-
the-business-strategy-in-modern-organization

原則7: 成果のモニタリングと報告

◆ ディジサーブ （情報通信、インドネシア）

3. ⺠間セクター

https://www.digiserve.co.id/en/insights/blogs/optimizing-women-talent-gender-equality-becomes-part-of-the-business-strategy-in-modern-organization
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